


















































































北海道 北海道環境影響評価条例 H11.６.12 H25.３.29 ◎ ◎ 環境配慮書案の手続を新設。
青森県 青森県環境影響評価条例 H12.６.23 H25.３.27 × ○
岩手県 岩手県環境影響評価条例 H11.６.12 H24.７.17 × ◎ 東日本大震災等の災害からの復興事業には適用除外。
宮城県 宮城県環境影響評価条例 H11.６.12 H24.12.20 × ○
秋田県 秋田県環境影響評価条例 H13.１.４ H25.３.15 × ○ 風力発電は対象外。
山形県 山形県環境影響評価条例 H11.７.23 H25.３.22 × ○





茨城県 茨城県環境影響評価条例 H11.６.12 H24.10.3 ◎ ◎ 環境配慮書手続の技術指針の改正は未策定。
栃木県 栃木県環境影響評価条例 H11.６.12 H25.10.25 × ○









価実施要綱 H14.４.１ H25.３.29 ― ―
千葉県




評価実施要綱 H20.４.１ H25.３.29 ― ―
東京都 東京都環境影響評価条例 S56.10.１ H25.３.29 ○ ○ 計画段階環境影響評価手続はH14.7条例改正（H15.1施行）により導入。
神奈川県 神奈川県環境影響評価条例 H11.６.12 H25.３.29 × ◎ 県事業に対する環境配慮システム。
新潟県 新潟県環境影響評価条例 H12.４.22 H25.３.29 × ○ 放射性物質の適用除外規定を削除。
富山県 富山県環境影響評価条例 H11.12.27 H20.９.29 × ×
石川県 ふるさと石川の環境を守り育てる条例 H16.４.１ H24.３.26 × ×
環境影響評価条例も含めて10の旧条
例を統合した総合型条例。
福井県 福井県環境影響評価条例 H11.６.12 H24.12.20 ◎ ◎
山梨県 山梨県環境影響評価条例 H11.６.12 H25.３.28 × ◎








静岡県 静岡県環境影響評価条例 H11.６.12 H23.４.27 × ◎
愛知県 愛知県環境影響評価条例 H11.６.12 H24.７.６ ◎ ◎
三重県 三重県環境影響評価条例 H11.６.12 H17.10.21 × ○
滋賀県 滋賀県環境影響評価条例 H11.６.12 H25.３.29 ◎ ○ 環境配慮書手続はH26.4施行，施行規則及び技術指針の改正は未策定
京都府 京都府環境影響評価条例 H11.６.12 H25.12.27 ◎ ◎ 環境配慮書手続はH26.7.1施行，施行規則及び技術指針の改正は未策定
大阪府 大阪府環境影響評価条例 H12.４.１ H25.３.27 × ○ 電子縦覧，事後調査公表は制定済み
兵庫県 環境影響評価に関する条例 H10.１.12 H25.３.22 ◎ ◎
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和歌山県 和歌山県環境影響評価条例 H12.７.１ H25.４.１ × ◎
鳥取県 鳥取県環境影響評価条例 H11.６.12 H25.３.26 ◎ ◎
島根県 島根県環境影響評価条例 H12.４.１ H24.10.１ ◎ ◎ 配慮書手続の技術指針の改正は未策定。
岡山県 岡山県環境影響評価等に関する条例 H11.６.12 H20.９.26 × ○
広島県 広島県環境影響評価に関する条例 H11.６.２ H24.12.25 ○ ○
環境影響配慮推進要綱（H15.3）は県
事業を対象に計画段階手続を実施。
山口県 山口県環境影響評価条例 H11.６.12 H25.３.19 ◎ ◎
徳島県 徳島県環境影響評価条例 H13.１.６ ― × ○
香川県 香川県環境影響評価条例 H11.６.12 H25.３.22 ◎ ◎ 風力発電は5000kw以上を新設。
愛媛県 愛媛県環境影響評価条例 H11.６.12 H24.10.23 × ◎
高知県 高知県環境影響評価条例 H12.４.１ H25.12.27 × ○
福岡県 福岡県環境影響評価条例 H11.12.23 H25.３.29 ◎ ◎
方法書は調査計画書としている。風力
発電は5000kw以上。
佐賀県 佐賀県環境影響評価条例 H12.８.１ H25.３.25 ◎ ◎ 風力発電は3500kw以上。
長崎県 長崎県環境影響評価条例 H12.４.18 H26.３.31 ◎ ◎ 風力発電7500kw以上又は風車10台以上。




大分県 大分県環境影響評価条例 H11.９.15 H25.３.29 ◎ ◎
宮崎県 宮崎県環境影響評価条例 H12.10.１ H12.12.22 × ○ H26.7.1条例改正。
鹿児島県 鹿児島県環境影響評価条例 H12.10.１ H25.３.29 × ◎






























































































































































































































































































































































項　　目 都道府県 政令指定都市 計
調査対象 47 20 67
条例制定 47 15 62
配慮書手続の規定（検討対象） 21 12 33
複数案の設定（有） 18 12 30
「選定できない理由」を規定 16 10 26
ゼロ・オプションを採用 15 8 23
複数案の設定（無） 1 0 1

































































項　目 都道府県 政令指定都市 計
配慮書手続の規定（検討対象） 21 12 33
基本的事項をモデルとして新設
（既存制度の修正・改変を含む） 16 10 26
戦略的環境アセスメント制度の活用 3 1 4
事前調整システム制度の活用 1 1 2






























































































項　目 都道府県 政令指定都市 計
配慮書手続の規定（検討対象） 21 12 33
　住民意見の聴取・有 19 11 30
　住民意見の聴取・無 1 1 2
　意見聴取が複数回 34 2 5
その他（規定未整備等） 1 0 1
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ている自治体は２団体（東京都，広島市）である。
例えば北海道条例の場合は，意見聴取は複数回行われる手続であり，具体的には次のように行わ
れる。
　・配慮書案の手続
　・配慮書の作成
　・配慮書の送付（要約書を含む）
　・配慮書の告示及び縦覧（縦覧期間は告示より30日間）
　・配慮書説明会の開催
　・配慮書の公表（インターネット公表，要約書の配布等）
　・道民意見書の提出（縦覧期間満了の日の翌日から起算して2週間以内）
　・道民意見の概要の送付（事業者→知事及び市町村長）
　・知事意見（審議会の議を経る。市町村長意見，道民意見に配慮）の提出，公表
以上は，配慮書の手続であるが，配慮書の前に配慮書案が作成された時の規定がある。その場合
には，事業者は，説明会を除き，上記に示した道民意見の聴取等の一連の手続を踏むことになるが，
「知事意見の提出」に代えて市町村長意見の提出とそれに対する事業者の見解の提出が行われる。
配慮書案の作成が行われた場合には，配慮書の内容には，配慮書案における事業者の検討結果，道
民意見及び市町村長意見，これらに対する事業者の見解等を記載した書類が含まれる。
（４）知事等の意見形成と審査会等の規定
法第３条の七では，第一種事業を実施する者は，配慮書案又は配慮書について関係する行政機関
及び一般の環境保全の見地からの意見を求めるように努めることが定められている。したがって，
自治体は，法対象事業に対する意見を求められた場合の条例規定を定める必要がある。この点につ
いて，知事意見（市町村長意見を踏まえる）の提出を規定している都道府県は，27団体である。ほ
とんどの都道府県は，知事等の意見の形成にあたり，審査会等の意見を踏まえて知事意見を提出す
る規定を設けている。　
	
（５）ティアリングの実施
ティアリングは，配慮書手続で得た情報や結果を，事業段階の方法書や準備書等に活用すること
である。これにより，調査の重複を避け，実施時間の短縮を図り，図書作成業務の負担軽減等の効
率化を図ることが可能となる。技術ガイドでは，事業段階の方法書手続等に活用を図るため，次の
項目を取り上げている。
　・事業計画の説明への活用，方法書（スコーピング）への活用
　・調査結果(データ)の活用
　・予測結果の活用
　・環境影響の回避・低減の説明への活用
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環境影響評価法の改正に伴う自治体環境影響評価条例の課題
自治体調査によると，ティアリングの形として，「事業計画の説明への活用，スコーピングへの
活用」が圧倒的に多い。配慮書手続で得た情報や結果を事業段階の方法書に申し送る旨，条例に規
定されているケースが多い。具体的には，方法書の作成にあたり，配慮書手続で得た情報や調査結
果，知事意見や市町村長意見，住民意見，これに対する事業者の見解が，方法書に記載される。こ
れらの内容が，準備書から評価書へと引き継がれる仕組みとなっている。
このようなティアリングを制度化している自治体は，都道府県19団体，政令指定都市12市の計
31自治体であり，自治体のほとんどの制度にティアリングの仕組みがある。ティアリング効果は，
これからの実績により検証されることとなるが，上位計画の膨大な環境データが効率的に事業段階
手続に活用されることは，重要なことである。すでに諸外国（米国，ドイツ，英国，カナダ等）の
環境アセスメントにおいても，ティアリングは制度化されている。
（以下，次号。なお，引用・参考文献は終章において一括して掲載する。）
